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2016年度 第２四半期決算の業績についてご説明いたします。

第２四半期の売上高は 8,649億円となり、前年同期比で19％の減収となりました。
営業利益は 316億円の赤字となりました。
経常利益は 282億円の赤字となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は2,196億円
の赤字となりました。
また、燃費問題に係る特別損失として、上期実績に1,662億円を計上しました。
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グローバル台数は436千台となり、前年同期からマイナス16％となりました。

日本では燃費問題があったため、 29千台と前年同期比でマイナス 17千台となりました。

北米では、『アウトランダー』を中心に販売が増加しましたが、『ミラージュ』 が減少し、前年同期
並みの 69千台となりました。

欧州では、経済停滞の続くロシア市場での落ち込み、西欧で『ASX』 の在庫不足、およびオラ
ンダを中心とした『アウトランダーPHEV』の台数減により、90千台と前年同期比でマイナス14千
台となりました。

次に、アジアですが、地域全体では 140千台と前年同期比でマイナス12千台となりました。
その内、アセアンでは、 販売好調な『パジェロスポーツ』や、フィリピンやタイでの積極的な販
売施策により台数が増加しましたが、インドネシアでは資源価格の低迷による軽商用車の減少
もあり、98千台と前年同期比でマイナス １千台となりました。
北アジアでは、中国での新商品が少なく競争力が低下しているため、42千台と前年同期比で
マイナス 11千台となりました。

その他地域では、原油安による市場の低迷により特に中東・中南米で販売が大きく落ち込み、
108千台と前年度比でマイナス42千台となりました。

このように、日本での燃費問題や中東・中南米における原油安による台数減が大きく、前年同
期を下回る結果となりました。
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営業利益の増減分析でございますが、営業利益は 316億円の赤字となり、前年同期か
ら 900億円の減益となりました。

台数・車種構成等による影響ですが、燃費問題の影響があったことから日本でマイナス
128億円となりました。
一方で、北米では『アウトランダー』の台数増加などによりプラス40億円となりました。欧
州では、台数減はあったものの仕様変更や為替悪化に伴う売価調整などによりプラス
33億円となりました。アジアでは、アセアンでプラスになったものの、北アジアでの台数
減により、マイナス29億円となりました。

為替と市場措置費用を除いた通常のオペレーションでは、ほぼ前年並み550億円の営
業利益レベルを確保しております。

しかしながら、為替については日本以外で最大の製造拠点であるタイの通貨、バーツ
の好転があったものの、世界的な円高傾向により、339億円の減益となりました。
また、市場措置については、タカタのエアバッグ関連や今後発生し得る市場措置をでき
る限り見積もったことにより、市場措置費用として527億円の減益要因となり、最終的な
営業利益は316億円の赤字となりました。



特別損失・法人税等の内訳についてご説明致します。

16年度上期の実績としては、特別損失を1,671億円計上致しました。その大半は燃費試
験関係の損失となっており、その内、水島製作所の減損については、前回第1四半期
決算において100億円を見込んでおりましたが、今回将来の見通しを見直し、155億円
を追加で計上したものです。

今回、過年度法人税等として126億円の引当を計上しました。これは、移転価格に関す
る海外当局との見解の相違が、当第2四半期で明らかになってきたことから、今回引当
を実施するものです。
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バランスシートの概要をご説明します。

16年度上期は燃費問題に伴うお客様への賠償金、お取引先様への補償金の支払い等
に手許資金を充当したことから、現預金は前年度末との比較では1,098億円減少しまし
たが、第2四半期末で3,436億円を確保しており、自己資本比率も約35％を維持しており
ます。

今後とも、手許資金は、燃費問題に伴う各種支払いに充当してまいります。
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燃費問題における再発防止策23項目と追加の再発防止策8項目について、お話します。
6月17日に国交省へ報告した再発防止策23項目の現在の進捗は、既に対策実施済み
が７項目、対策立案済みが９項目、対策案検討中が７項目です。
引き続き再発防止策を実行し、早期の課題改善に取り組んで参ります。

また。国土交通省より、「一連の不正行為が明らかになった後の燃費値の再測定にお
いても、走行抵抗の測定方法の趣旨に反する不正な取扱いをおこなっていた」、「測定
現場における法令遵守意識の欠如と、経営陣のチェックの欠如」、というご指摘を踏ま
え、追加再発防止策8項目を取りまとめ、９月30日国交省へ報告しました。

当社といたしましては、再発防止策全31項目を着実に実行し、今後の会社発展に
向け、組織、仕組み、文化、技術面での中長期的な全社構造改革に取り組んで
まいります。
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現状の生産・販売状況をお話します。

７月から９月の軽自動車の生産台数実績は、グラフの通りで、10月、11月は約10千台を
予定しております。また、年末商戦や年式切替等を踏まえ11月28日からは、軽自動車
のラインを燃費問題前の２直化に戻すことを計画しており、さらなる生産台数の増加も
視野に入っております。

直近10月の登録車と軽自動車を合わせた販売台数は、前年同月比104％と本年2月以
来の前年同月比オーバーの見込みとなっております。

また、受注状況は登録車・軽自動車ともに前年同月比オーバーで推移しており、回復
基調にあります。

まだまだ厳しい状況に変わりはありませんが、信頼回復を一歩ずつ進めるため、全社員
一丸となって誠心誠意努力してまいります。
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国内市場における新しい取り組みをご紹介いたします。

電動車の意義と価値を感じて頂ける次世代店舗「電動DriveStation」世田谷店を10月8
日にオープンしました。

店舗には太陽光発電システムとV2H機器を設置し、災害等の停電時でも電動車からの
電源供給によって家電製品が使える事をお客様に実際に体感頂くことが出来ます。
販売だけではなく、電動車の価値を発信していく次世代店舗として、今後2020年までに
全国に200店舗を展開してまいります。
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16年度通期のグローバル販売台数は下期の市場見通しを踏まえ、マイナス115千台の933
千台を見込んでおります。

日本は下期も上期同様の台数減を見込み、通期では64千台、前年度比マイナス38千台を
見込んでおります。

北米では、米国で『アウトランダー』の好調が下期も継続し、地域全体では143千台、前年度
比プラス8千台を見込んでおります。

欧州では、厳しい販売環境が続くロシアに加え、西欧でもオランダを中心に補助金の減額が
あり、『アウトランダーPHEV』の販売が減少し、欧州全体では181千台、前年度比マイナス25
千台を見込んでおります。

アセアンでは、昨年秋に販売を開始した『パジェロスポーツ』が好調に推移しておりますが、
今期は昨年実績までは届かないと見込んでおります。一方、好調な経済状況のフィリピンで
は、引き続き販売の伸張を計画しております。
北アジアでは中国で『アウトランダー』の現地生産が始まったことから、前年並みの販売を見
込んでいます。
アジア全体としては、319千台、前年度比マイナス3千台を見込んでおります。

その他地域においては、政治的な混乱や資源価格の低迷などから、中南米や中東の総需
要は引き続き減少傾向であり、当社の販売も上期に引き続き下期で大きく落ち込むと見てい
ることから、226千台を計画しており、前年度比マイナス57千台を見込んでおります。
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ここでは、ただ今の台数計画を踏まえた、2016年度の通期業績見通しの概要をご説明
いたします。

売上高は 1兆 8,400億円を見込んでおります。営業利益は276億円の赤字、経常利益
は282億円の赤字、親会社株主に帰属する当期純利益は 2,396億円の赤字を見込ん
でおります。
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ここでは、前年度実績と16年度通期見通しの営業利益の増減分析についてご説明いたし

ます。

営業利益は 276億円の赤字となり、前年度から 1,660億円の減益となりました。

台数・車種構成等の内訳として、日本では燃費問題の影響によりマイナス200億円を見込

んでおります。北米では、『アウトランダー』の台数増により、プラス80億円、さらに欧州で

は、為替対策による値上げにより、プラス40億円を見込んでおります。アセアンでは昨年

秋に発売した『パジェロスポーツ』の新車効果で増販となっていましたが、今期はこの効

果がなくなることから昨年の台数実績を下回ることを想定しており、アジア全体でマイナス

90億円を見込んでおります。

販売費は日本では、燃費問題に関わる対策金が下期に増加するため、260億円の増加

を見込んでおります。

為替と市場措置費用を除いた通常のオペレーションでは、954億円の営業利益レベルを

想定しております。

しかしながら、為替はタイバーツで好転したものの、米ドルおよびユーロでは、足元の水

準を踏まえつつ円高傾向を見越して、米ドル100円、ユーロ111円と堅めに見ております。

結果として910億円の減益要因となり、最終的な営業利益は276億円の赤字となる見込み

です。
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2016年度 下期の業績見込みでございますが、売上高9,751億円、営業利益は 40億円
以上を見込んでおります。

下期も燃費問題に関わる費用の発生および為替等の厳しい外部環境が続く中、上期
に対して台数を伸ばし、確実に黒字化を達成してまいります。

為替に関しては、感応度を年間で米ドル1円あたり21億円、ユーロで15億円と見ており、
下期はかなり保守的な前提を置いていることもあり、利益に関しては為替による好転も
考えられます。
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当社は10月20日に日産自動車株式会社とのアライアンスの締結を正式に発表致しまし
た。
日産自動車による当社への2,370億円の出資が完了し、日産が当社の発行済み株式数
の34％を保有する筆頭株主となりました。

既存の大株主である三菱重工業、三菱商事、三菱東京UFJ銀行の三菱３社は日産の
出資を歓迎しており、今後、三菱３社と日産で51％以上の株式保有が維持される予定
です。

また、これに伴い、日産から新たな取締役として、取締役会長のカルロス ゴーン氏をは
じめ3名の候補者が選出されております。これらの取締役は12月14日の臨時株主総会
で正式に決定される予定となっております。
更に、最高執行責任者として、トレバー マン氏を迎えることを発表いたしております。
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日産および三菱自動車は、軽自動車における5年間の連携を礎に、シナジー創出のた
めの多岐に亘るプログラムを開始する予定です。

ご覧のように両社は多くの領域において有益なシナジーが創出されることを確認してお
ります。主なシナジーの検討領域は、共同購買・共通プラットフォームの開発・技術の
開発分担・成長市場や新興市場でのプレゼンス拡大・販売金融の拡大・生産拠点の共
有などが挙げられます。
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今回のパートナーシップにより、まずは購買関連を中心にシナジー効果を早期に取り込
み、V字回復を図っていきます。

具体的なシナジー効果としては2017年度に約250億円、18年度に約400億円、その後も
継続的にシナジーが創出されることを見込んでいます。
営業利益率については、2017年度には1%、18年度は2%、19年度には2%以上の向上が
期待されています。

また、一株当たりの収益も2017年度には12円、2018年度には20円増加することが見込
まれています。
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